
 

 

たけとよちょう   ながおやま 

武豊町字長尾山 2 番地  

たけとよ 

武豊株式会社  
代表取締役  武豊 太郎  

電気機器部品製造業 

1 2 3 4 5 6   

15 

昭和 54 6 
経理課 知多 次郎 

72－1111 

 
長尾山税理士事務所 長尾山 一郎 

0569-72-ⅩⅩⅩⅩ 

 

００６５４３２１０ 

 

武豊リース（株） 

 

武豊町字長尾山 2 

 

４７３０７０００  

 

〃  山ノ神 135-1 

 

７６０００００  

  

 

７５０００００  

  

 

令和７年度  

４０７３７０００  

 

１２７６０００  

 

９５００００  

  

 

３６９６１０００  

 

１５５００００  

 

９５００００  

  

 

 ８００００  

  

 

１０３００００  

  

 

１１９６０００  

 

４４４６１０００  

 

１６５００００  

 

１０００００  

  

 

0569-72-1111 

 

7 8 9 1 0 
〒 470－2392  

変更がある場合訂正してください。 

前年までに申告された資産 

の取得価額の合計です 

令和６年１月２日から令和７年

１月１日までに減少した資産の

取得価額の合計を種類別に記

入してください。 

令和６年１月２日から令和７年

１月１日までに取得した資産の 

取得価額の合計を種類別に記

入してください。 

電算処理方式の方以外は 

評価額は記入不要 

 

注意事項をご参照の上、1～18の欄及び取得価額欄をすべてご記入ください 

２箇所以上の事業所等の

資産所在地がある場合は、

その主たる所在地の番号

を○で囲んでください。 

借用資産がある場合には貸主の名称を記入してください。 

資産の異動がなかった場合も、①資産の増減（あり・なし）のなしに○をつけてください。 

廃業、解散、転出等した場合は年月日及び内容もご記入ください。 

住所、氏名、資産の所在地に異動があった場合、異動年月日、旧住所、氏名等をご記入ください。 

非課税、特例資産があればご記入ください。（例：認定先端設備等導入計画による取得資産あり） 

押印は不要 

 

記載例（申告書） 
個人番号（１２桁）又は法人番号（１３桁）

の記載が必要になります。（共有の場合

は記載不要です。） 
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資産の種類ごとに数字を入

力してください。 

１．構築物  

２．機械及び装置  

３．船舶  

４．航空機  

５．車両及び運搬具  

６．工具・器具及び備品 

資産を実際に取得した年月を記入してください。

年号については数字で記入してください。 

昭和→ ３  平成→ ４  令和→５ 

当該資産の取得価額を記入してください。なお、取得価額とは償却資産を取得するため

に支出した金額（引取運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、関税、据付費その他当該

償却資産を事業の用に供するために直接要した費用を含む。）をいいます。 

「減価償却資産の耐用年数等

に関する省令」に掲げる耐用

年数を記入してください。 

電算処理方式の方以外は 

記入不要 

 

増加資産を記入した場合、必ず増

加事由を○で囲んでください。 

資産が減少した場合、明細書に印字され

ている該当資産の「資産の名称等」から

「耐用年数」までを横線で抹消し、摘要欄

に減少した理由を記入してください。 

資産が増加した場合、明細書に記入してくださ

い。資産コードは記入する必要はありません。 

資産の名称等は 漢字表記も可能です。 

 

次のような事項を記入して

ください。 

特例適用資産又は非課税資

産は、その摘要条項。 

（例：法第３４９条の３第１項） 

資産の項目を修正する場

合、該当資産の変更を要

する部分に横線を引き、

訂正したものをそのすぐ

上に記入してください。 

 

記載例（明細書） 


